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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第64期
第１四半期
連結累計期間

第65期
第１四半期
連結累計期間

第64期

会計期間

自 平成25年
   ４月１日
至 平成25年
   ６月30日

自 平成26年
   ４月１日
至 平成26年
   ６月30日

自 平成25年
   ４月１日
至 平成26年
   ３月31日

売上高 (千円) 3,889,686 4,216,184 17,680,240

経常利益 (千円) 267,230 187,212 937,628

四半期(当期)純利益 (千円) 145,838 100,043 521,277

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 147,948 110,349 543,286

純資産額 (千円) 8,726,061 9,129,952 9,070,501

総資産額 (千円) 11,372,523 12,362,582 13,381,756

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 18.62 12.78 66.57

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 76.7 73.9 67.8
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 
（リビング事業）

平成26年４月１日付で株式会社フモト商会の全株式を取得し、連結子会社にしております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済において、景気は、緩やかな回復基調が続いていますが、消費税率

引上げに伴う駆け込み需要の反動により、弱い動きもみられました。先行きにつきましては、雇用・所得環境が改

善されるなかで、次第に持ち直していくことが期待されます。しかしながら、米国の金融緩和縮小による影響、中

国やその他新興国の景気減速といった不安材料があり、予断を許さない状況にあります。

このような状況下におきまして、当社グループの売上高は、4,216百万円と前年同四半期と比べ326百万円

（8.4%）の増収となりました。

損益面では、在宅医療機器レンタル及び医療ガス、産業ガスの販売増加により、売上総利益は、1,575百万円と前

年同四半期と比べ79百万円（5.3%）増加しましたが、設備投資や連結子会社ののれん償却費用の増加により、営業

利益は、174百万円と前年同四半期と比べ77百万円（30.7%）の減益となりました。

　営業外収益と営業外費用を加減算した経常利益は、187百万円と前年同四半期と比べ80百万円（29.9%）の減益

となり、法人税、住民税及び事業税等控除後の四半期純利益は、100百万円と前年同四半期と比べ45百万円

（31.4%）の減益となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①  リビング事業

当セグメントにおきましては、ＬＰガス出荷量の増加及び仕入単価の上昇に連動した販売単価の上昇による販

売の増加により、売上高は、3,283百万円と前年同四半期と比べ78百万円（2.4%）の増収となりました。住宅設備

機器販売の低迷に伴う売上総利益の減少及びＬＰガスの設備投資の増加により、セグメント利益（営業利益）

は、202百万円と前年同四半期と比べ65百万円（24.4%）の減益となりました。

②  アクア事業

当セグメントにおきましては、消費増税の影響もあって、ユーザー件数が減少傾向にあり、売上高は、261百万

円と、ほぼ前年同四半期並みとなりました。ボトリング工場の減価償却費の減少及びユーザー獲得等の経費の削

減により、セグメント損失（営業損失）は、5百万円（前年同四半期は12百万円の損失）となりました。

③ 医療・産業ガス事業

当セグメントにおきましては、在宅医療機器のレンタル及び医療・産業ガスの販売が好調であり、また、前期

に連結子会社となった近畿酸素㈱の売上が加わったことにより、売上高は、670百万円と前年同四半期と比べ247

百万円（58.6%）の増収となりました。酸素濃縮器（在宅酸素療法）、ＣＰＡＰ装置（睡眠時無呼吸症候群治療）

等の在宅医療機器の投資、高圧ガス充填工場の減価償却費及びのれん償却費用の増加により、セグメント損失

（営業損失）は、21百万円（前年同四半期は3百万円の損失）となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は非常に競争が厳しく、主力商品のＬＰガスはオール電化や都市ガスの攻勢が

考えられます。また、ＬＰガスは主に海外からの輸入に依存しております。したがって、当社グループの約６万６

千軒のＬＰガスユーザーが他エネルギーへの転換により減少していく要因や、国際情勢の変化により仕入価格が上

昇する要因があります。

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、ユーザー件数増加のため、のれんの買収や新規ＬＰ

ガス供給設備投資を積極的に行います。また、ミネラルウォーター宅配事業、在宅医療機器のレンタル事業並びに

医療・産業ガス事業の更なる拡大を推進します。

 

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの主力事業であるリビング事業におけるＬＰガスの販売環境は、省エネ機器の普及、他燃料との競

合、人口減に伴う需要の減少及び都市ガスエリアへの人口シフト等による主力の家庭用ＬＰガスの出荷量の減少と

いった厳しい状況に変わりはありません。

こうした環境のもと、収益拡大を図り、企業価値向上に努めるための基本政策として、次の課題に取り組みま

す。

１．各事業部門における取扱商材・事業の選択と拡充を図ります。

２．全ての事業部門においてＭ＆Ａ推進による事業拡大を図ります。

３．販売・保安・衛生管理におけるコンプライアンスの厳守に努めます。

各事業の主な課題は次のとおりであります。

＜リビング事業＞

(1) ＬＰガス販売量の増加策として、エコジョーズ拡販による電気温水器や灯油ボイラーからＬＰガス給湯器等

への燃料転換促進、業務用・工業用の新規開拓に努めます。

(2) 2016年エネルギー自由化を見据え、エコウィル・エネファーム・太陽光発電システムの販売拡大及びリ

フォーム事業の拡大に努めます。

(3) ＬＰガスの製造・供給・販売に対する高度な保安管理体制の継続を図ります。

＜アクア事業＞

(1) 顧客拡大に向けて自社営業力の強化及び事業店開拓による顧客取次ぎ・紹介獲得強化を図ります。

(2) 首都圏における営業拡大と山中湖工場の稼働率アップを図ります。

(3) 安全・安心なエフィールウォーターをお届けするため、ウォーターサーバーのメンテナンスの徹底に努めま

す。

＜医療・産業ガス事業＞

(1) 新たな高圧ガス充填設備による供給体制強化と販売エリア拡大を図ります。

(2) 在宅医療機器部門の拡大と取扱機器の効率的な運用による採算性改善に努めます。

(3) 産業機材の新たな商材開拓による販売拡大に努めます。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,600,000

計 22,600,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,046,500 8,046,500
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株でありま
す。

計 8,046,500 8,046,500 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年６月30日 ― 8,046 ― 870,500 ― 1,185,972
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 215,900
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,827,100
 

78,271 ―

単元未満株式 普通株式 3,500
 

― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 8,046,500 ― ―

総株主の議決権 ― 78,271 ―
 

(注) 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができませんので、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿により記載しております。

 

② 【自己株式等】

平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
大丸エナウィン株式会社

大阪市住之江区緑木
１―４―39

215,900 ― 215,900 2.68

計 ― 215,900 ― 215,900 2.68
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,282,327 2,831,361

  受取手形及び売掛金 3,149,177 2,501,676

  商品及び製品 509,744 579,297

  繰延税金資産 85,624 45,207

  その他 522,627 435,614

  貸倒引当金 △17,448 △14,178

  流動資産合計 7,532,053 6,378,977

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,170,979 1,175,100

   機械装置及び運搬具（純額） 679,494 647,946

   土地 1,745,762 1,758,446

   リース資産（純額） 178,636 209,338

   その他（純額） 382,804 392,570

   有形固定資産合計 4,157,677 4,183,402

  無形固定資産   

   のれん 1,110,883 1,207,658

   その他 55,230 50,556

   無形固定資産合計 1,166,114 1,258,215

  投資その他の資産   

   投資有価証券 309,519 327,137

   関係会社株式 8,200 8,200

   その他 221,270 221,237

   貸倒引当金 △13,077 △14,588

   投資その他の資産合計 525,911 541,986

  固定資産合計 5,849,703 5,983,604

 資産合計 13,381,756 12,362,582
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,271,163 1,966,950

  短期借入金 24,000 90,000

  1年内返済予定の長期借入金 135,617 18,000

  リース債務 60,204 71,051

  未払法人税等 281,297 18,530

  役員賞与引当金 30,620 6,600

  その他 620,227 427,835

  流動負債合計 3,423,130 2,598,967

 固定負債   

  長期借入金 323,333 54,670

  長期未払金 110,182 116,977

  リース債務 127,363 151,079

  繰延税金負債 40,673 63,125

  役員退職慰労引当金 225,463 186,171

  その他 61,109 61,639

  固定負債合計 888,125 633,662

 負債合計 4,311,255 3,232,630

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 870,500 870,500

  資本剰余金 1,185,972 1,185,972

  利益剰余金 7,097,293 7,146,439

  自己株式 △144,724 △144,724

  株主資本合計 9,009,041 9,058,186

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 61,460 71,765

  その他の包括利益累計額合計 61,460 71,765

 純資産合計 9,070,501 9,129,952

負債純資産合計 13,381,756 12,362,582
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 3,889,686 4,216,184

売上原価 2,393,432 2,640,671

売上総利益 1,496,254 1,575,513

販売費及び一般管理費 1,244,114 1,400,859

営業利益 252,139 174,653

営業外収益   

 受取利息 484 364

 受取配当金 5,457 5,948

 受取賃貸料 4,172 4,245

 その他 5,770 5,407

 営業外収益合計 15,885 15,964

営業外費用   

 支払利息 208 1,065

 売上割引 254 655

 不動産賃貸費用 327 308

 その他 4 1,374

 営業外費用合計 794 3,405

経常利益 267,230 187,212

特別利益   

 固定資産売却益 446 45

 特別利益合計 446 45

特別損失   

 固定資産除売却損 1,612 233

 投資有価証券評価損 3,767 －

 役員退職功労加算金 － 7,001

 特別損失合計 5,380 7,235

税金等調整前四半期純利益 262,297 180,023

法人税、住民税及び事業税 65,644 22,807

法人税等調整額 50,814 57,172

法人税等合計 116,458 79,979

少数株主損益調整前四半期純利益 145,838 100,043

四半期純利益 145,838 100,043

少数株主損益調整前四半期純利益 145,838 100,043

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,109 10,305

 その他の包括利益合計 2,109 10,305

四半期包括利益 147,948 110,349

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 147,948 110,349
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに全株式を取得した株式会社フモト商会を連結の範囲に含めておりま

す。

 

（会計方針の変更等）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 105,967千円 124,376千円

のれんの償却額 43,131 〃 64,927 〃
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 43,067 5.5 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３  株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 50,898 6.5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３  株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 

報告セグメント
その他
(千円)

合計
(千円)リビング事業

(千円)
アクア事業
(千円)

医療・産業ガ
ス事業(千円)

計
(千円)

売上高       

 外部顧客への売上高 3,205,276 261,319 423,089 3,889,686 ― 3,889,686

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,205,276 261,319 423,089 3,889,686 ― 3,889,686

セグメント利益又は損失(△) 267,360 △12,210 △3,011 252,139 ― 252,139
 

 

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

 

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 

報告セグメント
その他
(千円)

合計
(千円)リビング事業

(千円)
アクア事業
(千円)

医療・産業ガ
ス事業(千円)

計
(千円)

売上高       

 外部顧客への売上高 3,283,502 261,760 670,921 4,216,184 ― 4,216,184

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,283,502 261,760 670,921 4,216,184 ― 4,216,184

セグメント利益又は損失(△) 202,037 △5,660 △21,724 174,653 ― 174,653
 

 

２  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

 

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

①  被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称   株式会社フモト商会

事業の内容         ＬＰガス事業

②  企業結合を行った主な理由

愛媛県松山市及びその周辺における営業基盤をさらに強固なものにするためであります。

③  企業結合日

平成26年４月１日

④  企業結合の法的形式

株式取得

⑤  結合後企業の名称

変更はありません

⑥  取得した議決権比率

100％

⑦ 取得企業を決定するに至った根拠

当社が現金を対価として株式会社フモト商会の発行済株式の100％を取得したためであります。　

 

(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成26年４月１日から平成26年６月30日まで

 
(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 企業結合日に交付した株式会社フモト商会の普通株式の時価 118,387千円

取得原価  118,387千円
 

 
(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

151,269千円

② 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

③ 償却の方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 18円62銭 12円78銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 145,838 100,043

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 145,838 100,043

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,831 7,831
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成26年８月５日
 

大丸エナウィン株式会社

取締役会 御中
 

 

有限責任監査法人 トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山   田   美   樹   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   千   﨑   育   利   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大丸エナウィン

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日か

ら平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大丸エナウィン株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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